
投資信託説明書
（交付目論見書）

2011.7.1

＜管理会社＞ FCインベストメント・リミテッド
2003年9月にケイマン諸島において設立。
ファンド資産の管理・運用、ファンド証券の発行・買戻し業務を行います。
管理会社の資本金は5,000万円です。
管理会社は、本ファンドを含むケイマン籍契約型投資信託16本（純資産総額：
164,921,929.23米ドル、12,835,872,339円）の管理および運用を行っています。
（2011年4月末日現在）

＜�受託会社�
／登録事務代行会社＞

HSBCトラスティー（ケイマン）リミテッド
ファンドの受託業務および登録事務代行業務を行います。

＜投資運用会社＞ フィリップ・キャピタル・マネジメント（S）リミテッド
ファンド資産の運用業務を行います。

＜管理事務代行会社＞ HSBCインスティテューショナル・トラスト・サービシズ（アジア）リミテッド
管理事務代行業務を行います。

＜�日本における販売会社�
／代行協会員＞

藍澤證券株式会社
日本におけるファンド証券の代行協会員および販売会社としての業務を行います。

・ご購入にあたっては本書の内容を十分にお読みください。
・ファンドに関するより詳細な情報を含む投資信託説明書（請求目論見書）が必要な場合は、販売会社にご請求いただけ

れば当該販売会社を通じて交付されます。なお、請求を行った場合には、投資者がその旨を記録しておくこととされ
ております。

・また、EDINET（金融庁の開示書類閲覧ホームページ）で有価証券届出書等が開示されておりますので、詳細情報の内
容はWEBサイト（http://info.edinet-fsa.go.jp/）でもご覧いただけます。

ケイマン籍／契約型／外国投資信託（米ドル建て） 

・この交付目論見書は、金融商品取引法第13条の規定に基づく目論見書です。この交付目論見書により行うフィリップ－
アイザワ トラスト インドネシアファンドの受益証券（「ファンド証券」）の募集については、管理会社は、金融商品取
引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を平成23年6月30日に関東財務局長に提出しており、平
成23年7月1日にその届出の効力が生じております。

・ファンド証券の1口当たり純資産価格は、ファンドに組み入れられる有価証券などの値動きのほか、為替の変動による
影響を受けます。したがって、1口当たり純資産価格は変動しますので、元本が保証されているものではありません。
これら運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属いたします。

Phil l ip-Aizawa Trust   Indonesia Fund

フィリップ-アイザワ トラスト

ケイマン籍契約型外国投資信託
～米ドル建て～

インドネシア
ファンド
インドネシア
ファンド
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ファンドの目的・投資方針・投資対象

　ファンドの投資目的は、以下のインドネシア関連の株式および株式関連証券（ワラントおよび転換証券を含み
ます。）に分散投資することにより、中・長期における元本の成長を実現することです。
ａ）インドネシアの公認の証券取引所に上場している企業により発行されたもの。
ｂ）�インドネシアにおいて設立された企業、またはインドネシアにおいて主たる事業を営むか、もしくはその事
業においてインドネシア経済の影響を受け、かつインドネシア以外の証券取引所に上場している企業により
発行されたもの。

ｃ）�将来インドネシアにおいて業務を遂行する可能性を有し、かつインドネシア以外の証券取引所に上場してい
る企業により発行されたもの。

　投資運用会社は、グロース（成長）投資の手法を採用し、従来の考え方にとらわれることなく、継続的に新た
なトレンド、割安成長期待株および割安企業を探し、投資を試みます。投資運用会社は、インドネシア経済の高
まる自由化の恩恵を受ける企業に出資するよう努めます。ファンドは、方針として、投資先の企業に対する支配
権を求めることはしません。
　ファンドは、優れた中・長期のパフォーマンスの達成を目的とし、主にグロース（成長）投資の手法を採用し
ます。投資運用会社は、市場の非効率性を探し出し、従来の考え方にとらわれずに、これまでにないトレンドや、
見過ごされてきた成長要因を見つける努力をします。投資運用会社は、極端に株価が過小評価されている企業や
経営実績の悪い企業、あるいは極端に高成長の企業には投資を集中せず、株価が妥当で成長性のある企業に投資
を行います。投資運用会社は、こうした投資スタイルを採ることで、保有期間やボラティリティ、成長性等とい
った諸要素間のバランスがとれた運用を行うことが可能となります。
　投資運用会社は、一貫した意思決定のフレームワークに基づいて下される判断と、ファンド・マネージャーの
経験とを組み合わせた投資スタイルを採用します。これにより、ファンド・マネージャーは、投資判断の原則に
基づいた運用を行いながら、変化する投資環境に対して柔軟に対応することができます。
　投資プロセスは、トップダウン・アプローチおよびボトムアップ・アプローチの長所の組み合わせにより特徴
付けられます。資産およびセクター配分の決定は、トップダウン・アプローチに基づいて行われます。投資運用
会社は、株価や債券利回り、為替に影響を及ぼしうる事象について、基本的なマクロ経済の観点から評価しま
す。
　ボトムアップ・アプローチは、証券の絶対的および相対的な魅力を決定するための積極的な定性・定量分析を
含みます。投資運用会社は、投資を予定している対象の投資価値を決定するために厳密なファンダメンタル分析
を行い、テクニカル分析によって市場の潜在的トレンドを予測します。投資運用会社は、投資対象となる銘柄の
潜在的な価値が株価の上昇に結びつくタイミングを注意深くうかがいます。
　投資運用会社は、ファンドのポートフォリオ構築に関して参考になる、様々な情報源からの情報に積極的にア
クセスします。投資運用会社は、初期選別またはモニタリングを行うツールとして、定量スクリーニングを利用
します。投資運用会社は、随時ヘッジングまたはリスク管理の目的で、有価証券やその他の金融商品に直接投資
を行うことができます。

投資判断

● 一貫した意思決定ガイドライン
● 投資環境に対応する柔軟性

運用担当者の経験と判断

資産およびセクター配分

● マクロ経済指標の分析

トップダウン・アプローチ

● リスク管理および
　コンプライアンス手続きの確立

個別銘柄の選定リスク管理

● ファンダメンタルズ分析
● テクニカル分析

ボトムアップ・アプローチ

ポートフォリオ
構　築
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主な投資制限

　ファンドは、以下の主な投資制限に従います。
１．空売りは、金融デリバティブ取引から生じた場合にのみ認められます。
２．（１）�純資産総額の10％を超えない部分については、取引所に上場されていないか、または容易に換金でき

ない投資対象に投資することができます。
	 （２）�ファンドが新規公開株に投資を行う場合、上記⑴に定める投資対象および新規公開株の価額の合計は、

純資産総額の15％を超えないものとします。
３．（１）�純資産総額の10％を超えない部分は、単一の発行体により発行されたいずれかのクラスの証券に投資

することができます。かかる算定の目的においては、デリバティブは除かれます。
	 （２）�ファンドは、ある１つの企業の発行済株式総数の10％を超えて取得することはできません。
４．�ヘッジまたはリターン補完の目的で、上場金融デリバティブ商品に投資することもできます。かかる投資は、
純資産総額の15％に制限されます。

５．借入総額は、直近に計算された純資産総額の10％を上回らないものとします。
６．一般的な制限
	 （１）ファンドは、投資先企業の経営に参加しないものとします。
	 （２）�ファンドは、商品および／または不動産を扱う企業の証券には投資できますが、商品または不動産そ

のものには投資しません。
	 （３）�ファンドの証券は、負債の担保としていかなる方法においても、譲渡担保権、抵当権、質権を設定さ

れず、また譲渡もされません。
	 （４）�ファンドは、引受または下引受取引を行いません。
	 （５）�ファンドは、無限責任を生じさせる投資に参加しません。ただし、この制限は、デリバティブ商品へ

の投資には適用されないものとします。
　ファンドの資産が私募株式、非上場株式または不動産等流動性に欠けるものに対し投資される場合、かかる投
資の価格の透明性を確保するため適切な評価方法を設けるものとします。
　別段の記載がない限り、かかる投資制限は、投資に関連する取引の実行または契約の日付において最新の純資
産総額に対して適用されます。

分配方針

運用体制

　管理会社は、その単独の裁量により、収益ならびにファンドの実現および未実現キャピタル・ゲインの分配を
行うことができます。管理会社は、現在、ファンド証券に関して分配金の支払を予定していません。

　管理会社の取締役は、ファンドの関係法人に対する管理を行います。
　管理会社は、ファンド資産の運用を投資運用会社に委託しています。投資運用会社には、５名のファンド・マ
ネージャーによる投資チームがあります。
　投資決定は、主に投資運用会社の投資委員会の週次ミーティングにおいて行われます。投資委員会は最優先事
項として、ファンド・マネージャーが提案する投資についての意見すべてに関する報告および精査を行い、ポー
トフォリオ戦略、資産配分、株式選別および組入銘柄の変更に係る投資決定を下します。ファンドの代表ファン
ド・マネージャーは投資委員会のミーティングにおける投資決定が実行されるよう努め、ファンドの全体的な運
用実績のモニターを行います。投資運用会社はファンドの管理事務代行会社により作成される評価レポートを検
討し、ファンドの評価の適切な実施を確保します。
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リスク要因

　投資者は、ファンド証券の価格が上昇することも下落することもあることを認識すべきです。したがっ
て、買戻しまたは償還に関して投資者が受取る金額が、投資元本を下回ることもあります。
　ファンドの信託財産に生じた損益はすべて受益者のみなさまに帰属します。ファンドは投資元本が保証
されているものではありません。
　ファンドへの投資のリスクには以下が含まれますが、下記の記載はファンドへの投資に伴うリスクをす
べて説明するものではありません。
▌政治リスクおよび本国送金リスク
　投資運用会社がファンドの投資ユニバースに含まれる一部の国々に対して行う投資は、認可要件の遅延
もしくは拒否、投資および投資収益の本国送金に関する規制、ならびに政府の方針、規制および課税の変
更により悪影響を受ける場合があります。
▌規制・財務報告リスク
　ファンドの投資ユニバースに含まれる一部の国々における株式市場、ブローカーおよび上場企業に対す
る政府の規制および監督は、世界各国の主要株式市場における規制および監督ほど広範囲に及んでいない
場合があります。さらに、かかる国々における会計上、監査上および財務報告上の基準、実務および開示
要件は、世界の主要株式市場に上場している企業に適用されるものと比較できる程度のものではありませ
ん。
▌通貨／為替リスク
　ファンドの価値は、為替レートおよび為替管理規制により有利または不利な影響を受ける場合がありま
す。投資運用会社は、為替リスクをヘッジすることを企図していません。
▌市場リスクおよび流動性リスク
　ファンドの投資ユニバースに含まれる一部の国々の株式市場における取引高は、世界の主要株式市場に
おける取引高よりも大幅に少ないことがあり、かかる市場における決済および保管実務は、世界の主要株
式市場の実務と比較できる程度のものではなく、これらの結果として、ファンド証券の価格が変動する場
合があります。また、世界の主要株式市場に比して流動性が低い場合があり、その結果として、投資対象
の取得および処分が遅延する、またはかかる取引の決済が不利な価格で行われる可能性があります。
▌経済リスク、政治リスクおよび金利変動リスク
　証券の価格は、経済情勢、政治情勢および金利の変動ならびに証券に対する市場の認識の変化に応じて
上下する場合があり、これに起因して、ファンド証券の価格が上下することがあります。
▌債務不履行リスク
　ファンドは、政府および企業の債務に投資することがあります。ファンドが政府または企業が将来債務
不履行を起こす証券には投資しないとの保証はありません。
▌決済リスク
　投資運用会社は、ファンドの投資ユニバースに含まれる一部の国々において取引を行う相手方当事者に
関する信用リスクにさらされる場合があります。
▌海外投資リスク
　ファンドは、国有化および収用が存在しない国に投資することがありますが、政権が交代した場合、ま
たはかかる国有化もしくは収用が公益になるとみなされた場合にかかる国有化や収用が予想外に実施され
る場合があります。
▌デリバティブ・リスク
　投資運用会社は、ヘッジ目的または効率的ポートフォリオの運用目的に限定してデリバティブ商品を利
用し、かかるデリバティブ商品は、ポートフォリオ全体をレバレッジするために利用されることはありま
せん。

その他の留意点

リスクの管理体制

　投資運用会社は、適用法令ならびにファンドの投資方針および制限を遵守するために、リスク管理およ
びコンプライアンスの手続きを確立しています。この手続きには、ベンチマークに対するポートフォリオ
の運用実績およびポートフォリオのリスク、さらには投資制限が遵守されているかの定期的な監視が含ま
れています。

　ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用
はありません。
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純資産総額および１口当たりの純資産価格の推移

資産別および地域別の投資状況 分配の推移

設定来、分配金の支払実績はございません。

投資有価証券の主要銘柄

順位 銘柄 国名 業種 株数 帳簿価額（米ドル) 時価（米ドル） 投資比率
（％）単価 合計 単価 合計

１ GUDANG GARAM インドネシア たばこ 183,000 3.44 628,935.38 4.67 855,207.77 8.55
２ TAMBANG BATUBARA 

BUKIT ASAM TBK インドネシア 石炭 240,000 2.04 490,201.00 2.60 624,185.86 6.24
３ TELEKOMUNIKASI INDONESIA TBK インドネシア 情報・通信 603,000 0.86 518,394.76 0.89 535,591.17 5.36
４ SURYA CITRA MEDIA TBK インドネシア メディア 1,068,000 0.11 119,037.78 0.48 517,705.04 5.18
５ WIJAYA KARYA インドネシア 建設 6,157,000 0.06 361,158.04 0.08 486,107.96 4.86
６ BW PLANTATION TBK インドネシア 農業 3,440,000 0.10 329,519.87 0.14 479,285.57 4.79
７ BANK MANDIRI インドネシア 銀行 555,923 0.70 387,290.96 0.82 455,049.27 4.55
８ PERUSAHAAN PERKEBUNAN 

LONDON SUMATRA インドネシア 農業 1,500,000 0.21 321,278.27 0.28 413,627.63 4.14
９ ASTRA INTERNATIONAL TBK インドネシア 自動車 63,000 4.65 292,944.29 6.46 406,696.10 4.07
10 SAMPOERNA AGRO インドネシア 農業 1,060,000 0.30 317,903.12 0.37 396,908.36 3.97

（注）　投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

（2011年4月末日現在）

資産の種類 国名 時価合計
（米ドル）

投資比率
（％）

株式
インドネシア 8,518,769.77 85.18
タイ 388,431.01 3.88
シンガポール 108,138.68 1.08

先物 タイ 4,333.00 0.04
小計 9,019,672.46 90.19
現金・その他の資産（負債控除後） 980,855.59 9.81

合計（純資産総額） 10,000,528.05
（約821百万円） 100.00

（注）　�投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比
率をいいます。

（2011年4月末日現在）

運用実績の記載に係る注記事項

　ファンドの運用実績はあくまで過去の実績であり、将来の運用成果を約束するものではありません。
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b＝当該会計年度の直前の会計年度末の１口当たり純資産価
格（分配落の額）（第１会計年度の場合、当初発行価格（100
米ドル））
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お申込みメモ

購入（申込み）単位 10口以上１口単位
購入（申込み）価額 取引日における受益証券１口当たり純資産価格

（注1）�「取引日」とは、毎ファンド営業日、または、管理会社が受託会社との協議の上、随時決定する日
を指します。

（注2）�「ファンド営業日」とは土曜日、日曜日以外の日で、香港、シンガポールおよび東京において銀行
が営業しており、かつ、インドネシアのすべての証券取引所で取引が行われている日その他管理会
社が受託会社との協議の上、ファンドについて随時決定するその他の日をいいます。

購入（申込み）代金 投資者は、申込み注文の成立を販売会社が確認した日（以下「約定日」といいます。）から
起算して日本での４営業日目までに申込金額を販売会社に対し円貨で支払うものとします。

換金（買戻し）単位 １口単位
換金（買戻し）日 買戻しは、毎ファンド営業日、または管理会社が受託会社と協議の上、ファンドについて

随時決定する日に実施されます（以下「買戻日」といいます。）。受益者は買戻日の午後2時
までに、販売会社に対して買戻請求を行った場合には、当該買戻日に対する請求として取
り扱われます。

換金（買戻し）価額 関連する買戻日における受益証券１口当たり純資産価格
換金（買戻し）代金 買戻代金は「外国証券取引口座約款」およびその他所定の約款の定めるところにしたがっ

て販売会社を通じて円貨で支払われるものとします。
申 込 締 切 時 間 販売会社の定める時間とします。
購 入 の 申 込 期 間 平成23年７月１日（金曜日）から平成24年６月29日（金曜日）まで

ただし、申込みは、各取引日に取り扱われます。
換金（買戻し）制限 クローズド期間、大口解約の制限等はありません。
購入・換金（買戻
し ） 申 込 受 付 の
中止および取消し

管理会社は、受益者の利益保護のためにそうすることが適切かつ効果的と判断した場合に
は、受託会社の事前の同意を得て、１か月を超えない期間、ファンドの純資産総額（およ
び１口当たり純資産価格）の決定を停止することができ、かつ受託会社の要請がある場合
には停止します。また、当該停止の期間中、ファンド証券は発行されず、または買い戻さ
れません。管理会社または受託会社がファンドの純資産総額の決定を停止するであろう状
況は以下のとおりです。
１．�ファンドの投資対象の重要な部分が建値されている取引所が（通常の休日以外で）営
業しなかった場合、または当該取引所での取引が制限もしくは停止されている場合

２．�ファンドの投資対象の処分を実行不可能とし、もしくは受益者に対し重大な悪影響を
与えるとの結果を招くような異常事態を構成する事由が存すると管理会社または受託
会社が判断した場合

３．�ファンドの保有資産の価格または価値を決定する際に通常用いられている通信手段が
使用不能になった場合、また理由を問わずその保有資産の価格または価値を速やかに
かつ正確に確認することができなくなった場合

４．�当該保有資産の実現と取得に伴う資金の移転が通常の為替レートにより執行すること
ができないと管理会社または受託会社が判断した場合

�当該停止期間が２週間を超えるであろうと管理会社が判断した場合、管理会社は、できる
かぎり早くその旨を各受益者に通知しなければなりません。

信 託 期 間 2107年12月31日まで
繰 上 償 還 ファンドは、下記の場合に解散されます。

１．受託会社と管理会社が合意した場合
２．受益者集会において決議された場合
３．�受託会社が退任する意図を書面により通知した場合、または受託会社に関し強制清算
もしくは任意清算が開始した場合で、管理会社が、かかる通知が出された後または清
算が開始した後60日以内に、受託会社に代わり受託会社の職務を引き受ける用意があ
るその他の会社を任命すること、あるいはその任命を獲得することができない場合

４．�管理会社が退任する意図を書面により通知した場合、または管理会社が、受託会社よ
り解任される場合で、受託会社が、かかる通知が出された後または受託会社による解
任後60日以内に、管理会社に代わり管理会社の職務を引き受ける用意があるその他の
会社を任命すること、あるいはその任命を獲得することができない場合

５．�ファンドを違法とする、または受託会社の合理的な意見としてファンドを継続するこ
とが不可能もしくは推奨されない（もしくは受託会社が必要であると考えれば、法律
顧問の助言に基づいてそのように考えさせる）法規制が成立するか、または関連する
規制当局による決定もしくは指導が行われた場合

�また、信託証書に規定された事由により解散されるか、管理会社と受託会社がファンドの
存続を決定しない限り、ファンドは以下の事由の発生により解散します。
１．�2107年12月31日の到来
２．�ファンドの純資産総額が500万米ドル以下になり、管理会社がファンドを終了する旨
をファンドの受益者に３か月前に書面で通知することを決定した場合

ファンドが解散された場合には、管理会社は、すべての受益者に対し、ファンドが解散さ
れたことおよび適用のある法令により要求されるその他の事項につき、速やかに公告・通
知しなければなりません（または、管理会社は、日本における販売会社およびシンガポー
ルにおける販売会社にこれらの公告・通知をさせなければなりません。）。
ファンドの終了日において、管理会社は、ファンドの投資対象、不動産およびその他の資
産を換金するものとします。ファンドの最終監査後、すべての負債を完済するか完済する
ために十分な引当金を確保し、また解散により生じた費用のために十分な引当金を確保し
た後で、受託会社は、受益者に対して換金によって得られた資金を、ファンドの終了日時
点におけるそれぞれの持分に比例して（受託会社が正当に要求することのできる、受領権
限についての証拠（もしあれば）の提示により）配分するものとします。
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決 算 日 毎年12月末日
収 益 分 配 管理会社は、その単独の裁量により、収益ならびにファンドの実現および未実現キャピタ

ル・ゲインの分配を行うことができます。管理会社は、現在、ファンド証券に関して分配金
の支払を予定していません。

信 託 金 の 限 度 額 ファンドにおける信託金の限度額は、特に定めがありません。
運 用 報 告 書 ファンドの計算期間の終了（毎年12月末日）およびファンドの運用の終了後に、期間中の

運用経過および、ファンドが保有する資産の内容などを記載した運用報告書を作成します。
運用報告書は、販売会社を通じて受益者にお渡しします。

課 税 関 係 課税上は公募外国株式投資信託として取扱われます。
そ の 他 ご投資にあたっては「外国証券取引口座」が必要です。（開設・口座管理料等に関しては販

売会社にお問い合わせください。）

ファンドの費用

税金

投資者が直接的に負担する費用
購入（申込み）時手数料 日本国内における申込手数料は、以下のとおりです。

申込口数  申込手数料
5,000口未満  3.15％（税抜3.00％、税0.15％）

5,000口以上10,000口未満  2.625％（税抜2.50％、税0.125％）
10,000口以上  2.10％（税抜2.00％、税0.10％）

換金（買戻し）手数料 かかりません
投資者が信託財産で間接的に負担する費用
運用管理費用（管理報酬等）
（管理報酬） ファンドの純資産総額に対して年率0.10％（毎月後払い）
（受託報酬） ファンドの純資産総額に対して年率0.125％（毎月後払い、毎月最低2,000米

ドル）
また、受託会社は、ファンドの登録事務代行会社として、予め確定した人数の
投資者について年3,500米ドルを超えない額（毎月後払いで比例配分に基づき
支払われます。）も請求します。

（投資運用報酬） ファンドの純資産総額に対して年率0.70%（毎月後払い）
また、投資運用会社は、各暦四半期末に計算され、後払いされる実績報酬の支
払いを受ける権利を有します。
実績報酬＝（受益証券の１口当たり純資産価格－ハイ・ウォーターマーク）×
10%×当該四半期末の発行済受益証券口数

（代行協会員報酬) ファンドの純資産総額に対して年率0.20％（毎月後払い）
（販売報酬） ファンドの純資産総額に対して年率0.50％（毎月後払い）
その他費用・手数料 ファンドの直接の運営費用（公租公課、銀行取引手数料、券面印刷費、信託証

書およびファンドに関するその他一切の書類の作成および／または提出および
印刷費用、マーケティング費用、合理的な額の弁護士、監査および会計士の手
数料および費用等を含みます。）がファンドの信託財産からのみ支払われます。
上記手数料等は、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限等
を表示することができません。

・税金は表に記載の時期に適用されます。
・以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。
時期 項目 税金
分配時 所得税および地方税 配当所得として課税

分配金に対して10％
換金（買戻し）時
および償還時

所得税および地方税 譲渡所得として課税
換金（買戻し）時および償還時の差益（譲渡益）に対して10%

・上記は、平成23年６月30日現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合が
あります。

・法人の場合は上記とは異なります。
・税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。
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